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審査の結果の要旨 

                            

                            氏名  許 淑娟 

 

１．本論文は、国際法の基本である領域法とその中核をなす領域権原論の変遷を跡づける

に際し、領域権原を支える基盤をさらに、現実の領域支配たる物的基盤と、基盤でありな

がらそれ自身正当化の文脈を含む正当化型基盤の二つに区別し、それを通じて、現代にお

ける領域権原概念の意義と機能を再構成しようとしたものである。「序」において本論文で

用いられる概念装置について説明がなされた後、第１章では、グロティウスから実証主義

国際法学説における様式論の定着に至る領域法の変化、第２章では、「主権表示」アプロー

チおよび「権原の凝縮」概念の通説化の意味、第３章では、植民地独立過程における現状

承認原則（uti possidetis）の適用事例における effectivité 概念の用法の変化を扱い、「結び」

では将来の領域秩序の展望を語っている。 

 

２．以下は本論文の要旨である。 

 まず第１章では、領域法の歴史がパルマス定式以前の議論の状況が、それをめぐるもの

としてのベルリン議定書の起草過程における議論などを通じて裏付けられる。「新世界の発

見」とその植民地化に際して、ヨーロッパではまず全世界が神に属することを基盤に、異

教徒の土地に対する教皇の管轄権が観念され、領域の取得は専ら権威付けの論法により正

当化された。しかしながらやがてこれは現実の領域支配を基礎とする「原始取得の法理」

によって対抗されるようになる。Grotius は占有概念を用いて領域支配という具体的な事実

によって領域権原を根拠づけたが、それは「土地は最大限利用されなければならない」と

いう正当化の論理によって支えられたものであった。こうして、領域権原は権威付けの論

法を離れ、発見から占有へと具体的な基盤を必要とするものに変わっていった。但しそれ

は、結局のところベルリン会議に顕著に現れるように、「文明国のみが領域をよりよく支配

することができる」という正当化の論理に置きかえられるようになり、それゆえ非文明に

属する非ヨーロッパは「主のいない土地」、すなわち単なる財へと客体化される（領域のド

ミニウム的把握）。これは権原の基盤をめぐる議論をある意味で後退させ、領域法論の中心

は私法における所有権取得の態様をやや形式的に借りる議論（いわゆる「様式論」）に移行

する。文明国水準によって無主地かどうかが確定され、領域権原を得るに値する態様がと

られたかどうかを形式的に判断するこの様式論は、１９世紀後半に興隆する法実証主義と

も強い親和性を持つものであった。 

 第２章では、１９世紀末から２０世紀にかけて、新たな領域法体系と称される「主権の

表示」アプローチおよび「歴史的凝縮」概念の導入過程が、国際判例および学説の広範か
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つ精緻な検討を通じて明らかにされる。様式論はヨーロッパ列強によるアフリカの植民地

取得を説明するには実際的な明確さを欠くだけでなく、また現実に多くの植民が「権原を

有さない非文明国」であるはずの先住民の政治組織との間の協定を通じてなされたことを

説明できないという欠点をもっていた。様式論のもつこの問題性を認識していた Huber は、

パルマス島事件の裁定において、「様式」という媒介なしに、領有権原を導き出すために「主

権の表示」アプローチを提示した。「継続かつ平穏な主権の表示は権原に値する」。それは

他国との関係を含めて当該領域に最も適した主権の行使のあり方を選び取るために、主権

の行使の継続という動態的な側面に着目する。このアプローチが「主権の表示」を「権原

に値する」ものとする根拠は、主権国家がそれぞれの領域を実効的に統治することが、「国

際法の守護する最低限の保護」を地球上に行き渡らせることになるということにある。主

権の表示が地球上に最低限の保護を行き渡らせることと結びつけられることによって、国

際社会の価値の実現に至る動的な過程として正当化されるのである。ここにおいて「主権

の表示」として認められる領域支配の物的基盤は正当化の基盤を提供することになる。パ

ルマス定式を反映した「凝縮」(DeVisscher)の概念もまた、領域を巡る様々な複合的な利

害関係が権原を形成する動的過程に着目する概念である。こうした動的な概念は、法実証

主義的な様式論の自立性を確保しようとする立場への強い批判を含むものであり、形式や

体系よりも国際関係の実態を踏まえて国家と領域の関係を捉えようとする法社会学的領域

法ともいえる。 

 第３章では、脱植民地化過程を規律する現状承認(uti possidetis) 原則の領域法の歴史

的展開における意義を、1980 年代以降の７つの国際裁判判決の論理から位置づけている。

旧植民地諸国間の領有権および領域画定を巡る紛争において現状承認原則が適用される限

りで、主権の表示アプローチは排除される。そこでは独立時の旧行政区画線および植民地

境界線（uti possidetis 線）がそのまま独立後の国境として凍結され国際化される。新独

立国は独立時にその境界内を実効的に支配しているとは限らず、多くの場合においてそう

でないために紛争が生じるのである。その意味で権原に値する主権の表示はない。現状承

認原則は、独立を危うくさせる不安定要素を排除し、実効支配の欠如をもって無主地を主

張する国が現れるのを封殺し、独立主体に国家形成の物的基盤たる領域を約束するもので

ある。つまり現状承認原則は、領域支配の実態（＝物的基盤の確立）を問わないことによ

って、特定人民による植民地独立を領域権原の正当化基盤とするものである。もっとも裁

判所は、現状承認原則の適用にあたり、effectivité の概念を用いざるをえない。uti 

possidetis 線の位置を巡る紛争を解決するためである。裁判所が用いる effectivité 概念の

内容は実効的な行政権力の行使であり、その限りで「主権の表示」アプローチにおける権

原の物的基盤と同じである。しかしそれはそれ自体が「権原に値する」のではなく、あく

まで uti possidetis 線を示す証拠としての機能に止まるはずである（ブルキナファソ／マ

リ事件）。しかし裁判所の判決のなかでは、これとは異なる用法が用いられる場合もある。

一度 effectivité 概念が導入されると、やがてそれは一人歩きをはじめ、やがてそれ自体が
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領域権原を付与するものとして扱われるというように、概念の用法に変容が生じているの

である。変容された effectivité 概念は、「主権の表示」や「歴史的凝縮」の単なる言い換え

にすぎなくなる。それは現状承認原則の適用という文脈においても、やはり権原の物的基

盤を考慮せざるを得ないことを示している。現状承認原則は第三者の実効支配による領域

取得を排除する。そしてその限りでは領域権原の正当化の基盤を維持する。しかし、直接

の関係当事国間では、紛争を有効に処理する基準に常になるわけではなく、場合により、

effectivité そのものを権原の根拠とするのでなければ当面の紛争を解決することすら出来

なくなる。裁判所が用いる異なる effectivité 概念の混在は、そこから生じるものであり、

そこには領域権原の概念における実効性と正当性との間の揺れが反映されている。それは

ちょうど、宗教的権威に基づく領域権原の克服から「主権の表示」「歴史的凝縮」に至る領

域法の系統発生的な展開における正当性と実効性との間のジレンマが、現状承認原則の個

体発生の中で繰り返されているようにも見える。それは領域性原理によって立つ国際法の

解決されざる永遠の課題である。 

 

３．本論文の評価を次に述べる。 

 本論文の長所としては次の諸点があげられる。 

 第１に、本論文は国際法における領域法の歴史的発展の流れを、とくに領域権原におけ

る正当性（正当化の基盤）と支配の実効性（物的基盤）の交錯に着目して大きく捉え、そ

のうえで、２０世紀初頭から現代にいたる国際裁判所の諸判決における領域法の諸概念の

意義や用法を、それぞれの歴史的状況をふまえつつ確定する作業を行っており、この点に

おいて本論文は成功を収めていると評価できる。 

 第２に、第１の長所は、いわゆるパルマス定式を様式論との断絶としてとらえる国際法

学説の通説への方法的批判にも繋がる。著者はパルマス定式における実効支配や現代領域

法において多用される effectivité 概念を判例研究として詳細に分析することを通じて、こ

うした通説的理解の誤りを指摘する。つまり、従来の領域法の研究がその規律形式や実際

の紛争解決事例にのみ着目して領域支配の相対的重みを重視するため、その規律形式がそ

れぞれの時代に受容される際に用いられる正当化の論理や、それを支える同時代における

社会的・政治的基盤と関係づける視点を欠如させることになったと批判する。本論文は、

質の高い裁判判決の実証的研究であるとともに、全体として一つの筋の通った理論的研究

でもある。 

 第３に、植民地独立後の領域紛争に関する国際裁判所による紛争解決事例の実証的研究

は、それ自体で、現代の領域法の内容を批判的に明らかにした判例研究として、世界的に

も類例の少ない独創性のある研究といえる。とりわけ裁判所による effectivité 概念の用法

の多様性ないし混乱を指摘し、これを領域法全体の歴史的展開と関連づけて考察したこと

の学問的な意義は大きい。 

 第４に、判例についての実証的な研究を進めるにあたり、容易に手に入らないパルマス
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島事件における当事者の弁論資料を探し出して検討し、またブルキナファソ／マリ国境紛

争の未公表の裁判資料などをも参照したりするなど、本論文はその実証性を高める困難な

努力によって裏打ちされており、その点でも著者の旺盛な研究意欲と実証主義的な精神を

伺うことができる。とりわけ資料のテクストに丹念に沿って正当化の論法を微細に分析す

る際の精度は全く独自なものである。 

  

 もちろん本論文にも問題がないわけではない。 

 第１に、なぜ領域権原を正当化するときに、別途、基盤なるものが観念されるのか、そ

こに占有概念が使われたことの功罪、ひいては私法モデル適用のメリットと限界等、基礎

的な問題に関して１９世紀以前についての若干の研究が加われば、一層厚みのある内容と

なったであろう。主権成立期におけるヨーロッパ思想のなかでの国家と領域との関係の思

想史的な裏付けや、植民地法制の正当化が逆輸入されてヨーロッパの国際関係にとのよう

な影響を及ぼしたかなども、興味深い論点である。 

 第２に、国際裁判所の紛争解決事例がアフリカにおける領有権および領域画定をめぐる

紛争事例に偏っていることもあり、分析がアフリカの植民地独立の文脈における領域法の

概念に止まっている。理論的研究としての質をより一般性をもったものとするためには、

例えばアジアの独立過程や冷戦崩壊過程における国家の分裂・消長・再編など、現代の領

域法のよりヴィヴィッドな問題、さらにはヨーロッパ統合における国家と領域の関係など

にも論文の射程を伸ばすことが求められる。 

 

 しかし以上のような問題点は、本論文の価値を損なうものではない。本論文の問題点と

して指摘したことは、いずれもそれ自体で独立の論文のテーマになりうるものであり、本

論文の中でその本格的な分析を期待することは望蜀の感がある。本論文の長所として指摘

したことは、それだけで学界に大きな貢献をなすものであり、とくに優秀な論文と認めら

れる。 

 

 以上から、本委員会は、本論文が博士（法学）の学位を授与するに相応しいものである

と評価するものである。 

 


